
チリ経済（2014年5月）
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１．経済指標　
（1） ＧＤＰ成長率－2014年1Ｑ2.6％－
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2014年第１四半期（1～3月期）の実質GDP成長率は前年同期比2.6％と，前期（2.7％）と同程度の伸びとなった。季節調整済前期比の伸び率は0.7％となった。
①需要項目別の動向

ア　内需は，前年同期比▲0.3％（前期同1.1％）と2009年第３四半期以来のマイナスとなった（寄与度▲0.3％）。消費は前年同期比4.4％（前期同4.6％）となった。内訳は，民間消費が同3.7％（前期同4.9％），政府消費は同9.6％（前期同3.1％）であった。総固定資本形成は前年同期比▲5.0％（前期同▲12.3％）となった。内訳をみると，機械・設備投資が同▲16.9％（前期同▲28.5％），建設・住宅投資が同0.9％（前期同▲0.0％）であった。

イ　外需の寄与度は，輸出増にともない2.9％（前期1.4％）となった。輸出は，前年同期比5.4％（前期同▲0.9％）とプラスに転じた。品目別では，銅が同14.8％（前期同▲1.9％）と増加したため，鉱業品全体も同13.6％（前期同▲2.6％）とプラスとなった。農林水産品は同▲2.2％（前期同17.3％），製造業品は同▲5.2％（前期同▲3.4％）とマイナスとなった。輸入は，前年同期比▲3.6％（前期同▲5.3％）とマイナスとなった。品目別では，農林水産品は同▲9.4％（前期同▲8.6％），製造業品は同▲4.1％（前期同▲8.6％），鉱業品は同▲7.8％（前期同▲1.5％）といずれも引き続きマイナスとなった。

②セクター別の動向
セクター別では，農林業が前年同期比8.0％（前期同3.9％），運輸が同2.8％（前期同1.0％），建設が同1.3％（前期同0.2％）と伸び幅が増加し，製造業が同0.1％（前期同▲1.3％）とプラスに転じたものの，鉱業が同0.2％（前期同2.1％），そのうち銅が同1.3％（前期同3.0％），電気・ガス・水道が同2.3％（前期同10.3％）と伸びが鈍化した。

この他の産業も前期をさらに下回る伸びとなり，金融サービスは同3.5％（前期同3.6％），商業は同2.4％（前期同4.6％），企業サービスは同2.8％（前期同4.0％）となった。
③2014年3月31日に公表された中銀による2014年成長率見通しは3.0～4.0％，直近の中銀アンケートによる見通しは3.0％となっている。
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（２）経済活動指数（IMACEC）－前年同月比2.3％－
4月のIMACECは前年同月比2.3％と予想（同3.0％）を下回る結果となった。季節調整済前月比は0.0％となった。中銀によると，製造業が主なマイナス要因となったが，鉱業，企業向けおよび個人向けサービス業が主なプラス要因となった。
中銀アンケートによる5月IMACECの予想は前年同月比2.6％（中央値）となっている。
（３）消費－弱い動きとなっている－
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①4月の小売商業販売指数（実質，INE公表）は，前年同月比1.6％となった。同指数（除く車）は同4.4％となった。
②4月のスーパーマーケット販売額（実質，INE公表）は，前年同月比6.7％となった。
③4月の商業販売額（チリ商工会議所公表，サンティアゴ首都圏，暫定値）は前年同月比3.2％となった。
④3月の消費者認識指数（CIEN公表）は127.4と前月（128.2）から悪化した。将来指数（113.8）は改善したものの，現状指数（165.7）は悪化となった。
※４月分未公表。
⑤5月の新車販売台数は25,289台（前年同月比▲19.9％）と前月に続き大幅なマイナスとなった。
（４）鉱工業生産，電力－生産は弱い－
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4月の工業生産指数は，前年同月比▲4.2％と再びマイナスに転じた。セクター別では，石油派生品が同19.8％，とプラスに大きく寄与したが，金属製品（除く機械）が同▲18.6％，印刷・出版が同▲16.4％，一般金属が同▲12.2％とマイナスに大きく寄与した。
4月の鉱業生産指数は前年同月比5.6％となり，うち銅も同6.7％となった。
4月の電力指数は前年同月比2.1％となった。
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（５）企業の業況判断－悪化している－
5月のIMCE（企業業況判断指数）は47.36ポイントと，中立点である50ポイントを引き続き下回った。前年同月差は▲9.89ポイント，前月差は▲1.54ポイントとなった。内訳を見ると，商業が49.88（前月差▲2.57ポイント），建設業が35.00（同▲2.00ポイント），製造業が42.93（同▲1.09ポイント），鉱業が64.86（同▲0.62ポイント）といずれの業態も悪化した。
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（６）不動産－やや減少－

4月の建築許可面積（INE公表）は前年同月比8.4％（３か月移動平均）と前月に引き続きプラスとなった。内訳を見ると，住居が同21.2％と前月に引き続き高い伸びとなった一方で，非住居は同▲6.7％と引き続きマイナスとなっている。
（７）雇用－失業率は低水準で推移－
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値（銀行間レートの加重平均値）

2～4月期の失業率は6.1％と前月より0.4ポイント改善した。前年同期比で見ると，労働力人口は157,290人増加（前年同期比1.9％），就業者数は168,539人増加（同2.2％），失業者数は11,248人の減少（同▲2.1％）となった。セクター別の就業者数伸び率では，社会保健サービス（同9.1％），商業（同5.4％）が大幅なプラスとなった一方，金融サービス（同▲9.2％）が大幅なマイナスとなった。
4月の賃金は，名目は前年同月比6.3％，実質は同1.2％となった。
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貿易収支

輸出

輸入

（百万ドル）

（前年同月比、％）


（８）物価－上昇率はやや高くなっている－
5月の消費者物価指数（総合）は，前月比は0.3％，前年同月比は4.7％となった。品目別に前年同月比の動きをみると，主に生鮮野菜果実（13.4％），燃料（12.5％），アルコール飲料・タバコ（8.9％），レストラン・ホテル（7.6％）が大きく上昇したものの，衣料品・靴（▲5.1％）が低下している。生鮮野菜果実及び燃料を除くコア指数は，前月比は0.3％，前年同月比は4.0％となった。
中銀アンケートによる6月の消費者物価指数（総合）の予想は前月比0.2％となっている。インフレ期待は1年後：3.0％（前月3.1％），2年後：3.0％（前月3.0％）と引き続き安定している。
4月の生産者物価（全産業）は，前月比は0.0％，前年同月比は0.6％とプラスに転じた。
（９）貿易－貿易黒字が継続－
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国際銅価格と銅在庫の推移

銅価格

銅在庫（ロンドン・

NY

・上海合計）

①5月の輸出額（FOB）は69.6億ドル（前年同月比▲0.7％）となった。内訳を見ると，鉱業品37.5億ドル（同▲2.7％），農林水産品6.5億ドル（同▲11.9％），製造業品25.7億ドル（同5.8％）となった。鉱業品のうち銅は34.9億ドル（同▲1.2％），銅を除いた輸出総額は34.7億ドル（同▲0.2％）となった。

②5月の輸入額（FOB）は55.1億ドル（前年同月比▲17.6％）となった。内訳（CIF）は，消費財16.2億ドル（同▲10.4％），中間財31.6億ドル（同▲19.0％），資本財10.8億ドル（同▲22.5％）となった。
③5月の貿易収支（FOB）は14.5億ドルの黒字となった。
（１０）対日・中・韓貿易
①対日貿易（FOB）：4月の貿易額は，輸出額6.1億ドル（前年同月比17.8％），輸入額1.3億ドル（同▲38.2％），貿易総額では7.3億ドル（同1.7％）となった。

②対中貿易（FOB）：4月の貿易額は，輸出額15.0億ドル（前年同月比4.7％），輸入額10.0億ドル（同▲1.6％），貿易総額では25.0億ドル（同2.1％）となった。

③対韓貿易（FOB）：4月の貿易額は，輸出額4.3億ドル（前年同月比1.1％），輸入額2.2億ドル（同▲8.2％），貿易総額では6.5億ドル（同▲2.3％）となった。
２．市場の動き
（１）国際銅価格－横ばい－
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5月の国際銅価格は，1ポンド3.0257ドル（1日）で始まり，1ポンド3.1731ドル（30日）で終了した。前半は，市場の供給不足に対する懸念や中国における資本市場改革計画の公表に対する期待感等からじりじりと値を上げ，後半になっても中国製造部門の復調を示す統計の公表により銅需要増が見込まれたこと等から上昇基調を維持し，前月末比4.0％で終了した。

5月の銅在庫は，351,495トン（1日）から278,138トン（30日）と前月に引き続き大幅な減少となった。

（２）為替－横ばい－
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5月の為替は，1ドル564.59ペソ（2日）で始まり，1ドル548.04ペソ（30日）で終了した。前半は銅価格の上昇やチリ消費者物価指数が予想を上回ったこと等により上昇が続いたものの，後半になると一時的に下落傾向が続き，その後米国GDP統計が下方改定されたことでペソ高となったこと等により，月平均で見ると0.76ペソのペソ安・ドル高で終了した。
（３）株価－横ばい－
5月のIPSA値（サンティアゴ主要株式指数）は，3,929.85ポイント（2日）で始まり，3,903.81ポイント（30日）で終了した。前半は中国の資本市場改革計画に対する期待感やバチェレ政権によるエネルギー計画や生産性・経済成長計画の公表に対する期待感等により小幅ながら上昇が続いたが，後半になると中国経済の先行きに対する警戒感やウクライナ情勢に対する懸念等から小幅な株安が続き，前月末比▲0.1％で終了した。

３．経済トピックス
（１）エネルギー計画の発表
5月15日，バチェレ大統領は，今後２０年間でエネルギー部門における国家開発基盤を築くためのエネルギー政策の７本柱（①エネルギー開発のための新たな国家の役割，②競争力，効率及び多様化を備えたエネルギー市場におけるエネルギー価格削減，③国内エネルギー資源の開発，④エネルギー開発のための接続性改善，⑤消費を管理する効率的エネルギー部門の育成，⑥チリの発展に向けたエネルギー投資の促進，⑦地域コミュニティの参加と国土法）を中心とする計画を発表した。本計画は，政権発足後１００日以内に行うとした公約の第４８番目の政策に該当する。
（２）生産性，イノベーション及び経済成長計画の公表
5月16日，バチェレ大統領はチリ経済の活性化を継続させる様々な政策を含む「生産性，イノベーション及び経済成長計画」を公表した。７本柱（①戦略的投資，②インフラ，③中小企業支援，④起業及びイノベーション，⑤技術及び規制，⑥更に良い市場，⑦新たな国家機関枠組み）を中心とする同計画により，生産性向上に挑戦し，変革を進めるための努力をチリ政府は行うこととなる。新商品やサービスの生産，新規産業の発展，新たなイノベーションの機会の創出といった政策は，新政権の最初の１００日に向けた公約のうち，４７番目の政策に相当する。経済省がコーディネートする本計画には，労働省，農業省，鉱業省，財務省及びエネルギー省の５省も共同参加している。
（３）財務大臣による経済見通しおよび歳入見通しの下方修正
5月19日，アルベルト・アレナス財務大臣は，下院予算合同委員会において，2014年の経済成長見通しを2013年9月に前政権が予算案と同時に策定した見通しである4.9％から3.4％に下方修正した。同時に，国内需要見通しを5.4％から3.1％に，平均銅価格を3.25ドル／ポンドから3.05ドル／ポンドに引き下げ，平均為替レートを522ペソ／ドルから560ペソ／ドルに減価させた。歳入見込みについても予算案策定時より20億ドル，3.6％減となるとした。
（４）地上デジタルテレビ法案の公布
5月22日，バチェレ大統領は，チリにおけるデジタルテレビの導入を可能にする地デジ法に署名，公布した。「バ」大統領は，新システムでは現在１つのチャンネルが使用している周波数（espectro）で６チャンネルの放送が可能となり，デジタルテレビへの移行は白黒テレビがカラーテレビになった時のそれよりも重要な飛躍である，と考えている。周波数の４０％を地方局，ローカル局およびコミュニティ局に，チャンネルの２つを文化・教育コンテンツのために確保している。また，テレビが正しく運営されるために国家テレビ審議会の強化も行う。(了)                          
＜概要＞　景気は弱い動きとなっている。


消費は弱い動きとなっている。


生産は弱い動きをしており，企業マインドは悪化している。


失業率は低水準で推移している。


消費者物価の上昇率はやや高くなっている。


貿易は黒字が継続している。


為替，銅価格，株価はいずれも横ばいであった。


先行きについては，米国金融政策などの動向を注視する必要がある。また，銅価格及び


為替の動向が国内経済に与える影響には引き続き留意する必要がある。
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